
1 健康福祉課

電力・ガス・食料品等価格高騰重点支
援給付金事業

（住民税非課税世帯に対する３万円給
付事業）

12,820 11,680 1,140 R5.7.3 R6.3.31

①コロナ渦において物価高が続く中で住民税非課税世帯への支援を行
うことで、低所得者の方々の生活維持を図った。
②低所得世帯への給付金　3万円/人、事務費400千円
③給付金総額　12,420千円
　令和5年度分の住民税非課税世帯414世帯×30千円
　事務費400千円
④令和5年度分の住民税非課税世帯（414世帯）

【検証】
給付対象である全世帯（414世帯）あて速やかに給付し、生活・暮らしの
支援を図った。

１．下記区分の選択割合
　①非常に効果があった　   7.7％
　②効果があった　             38.5％
　③どちらでもない　           53.8％
　④あまり効果がなかった   0.0％
　⑤全く効果がなかった　     0.0％

２．その他
　・お金ではないシステム支援を検討いただきたい。

2 総合政策課 物価高騰対策町民応援商品券 75,925 34,748 41,177 R5.6.13 R6.3.14

①燃料・物価高騰による家計負担の軽減のため、生活応援商品券を全
町民へ配布した。
②町民一人当たり15千円の商品券を全世帯に配付。
③④配布商品券　15,000円/人×4,890人＝73,350千円
（内換金金額　72,991千円）
郵送料　1,184千円
発行事務委託料　1,750千円
※物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金と併用

【検証】
換金額72,991千円相当の地域経済効果があった。（換金率：99.2％）

１．下記区分の選択割合
　①非常に効果があった　  46.2％
　②効果があった　             30.8％
　③どちらでもない　           23.1％
　④あまり効果がなかった   0.0％
　⑤全く効果がなかった　     0.0％

２．その他
・生活保護の方は収入認定されるため返還される方が多くいた。
・一時的な金銭のばら撒きはその場しのぎであり効果は期待できない。
・とても良い事業だった。また実施して欲しい。

         88,745 46,428 41,177 合計

かねやま未来会議委員による外部評価【１３名回答】
１．下記区分の選択割合
　①非常に効果があった　②効果があった　③どちらでもない
　④あまり効果がなかった　⑤全く効果がなかった
２．その他（委員コメント）

令和５年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業効果検証

 № 担当課 事業名

Ｒ５総事業費
（Ａ）＝（Ｂ）＋（Ｃ）

事業開始
年月日

事業完了
年月日

事業の実績
①主な実績及び効果
②交付金を充当した主な経費内容
③主な経費の支出内容（対象数、単価等）
④主な事業対象（交付対象者、対象施設等）

事業費
（A）

交付金充
当経費（B）

その他
（C）


